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第１章 はじめに 

 

１ 計画策定の背景 

平成７年１月に発生した阪神・淡路大震災の教訓を踏まえ、「建築物の耐震改修の

促進に関する法律（以下「耐震改修促進法」という）」が制定されました。 

しかし近年、全国各地で大地震が頻発していることから、平成18年１月に耐震改修

促進法が改正され、国と地方公共団体による計画的な耐震化の促進や建物所有者に対

する指導等が強化されることとなりました。 

このような動向を受け、本市においても国の「建築物の耐震診断及び耐震改修の促

進を図るための基本的な方針」や平成18年12月に策定された「北海道耐震改修促進計

画」を踏まえ、平成21年３月に「深川市耐震改修促進計画」を策定しました。 

その後、平成23年３月に発生した東日本大震災では、想定を超える巨大な地震や津

波により、多くの人命が失われ、甚大な被害をもたらしました。 

国では、建築物の地震に対する安全性の向上を一層促進するため、平成25年11月に

耐震改修促進法を改正し、北海道においても、平成28年５月に北海道耐震改修促進計

画の見直しが行われています。 

こうした状況を踏まえ、これまでの「深川市耐震改修促進計画」の実施状況に関す

る調査や検証を行うとともに、耐震改修促進法の改正及び北海道耐震改修促進計画を

踏まえて、計画の見直しを行うものです。 

 

表 １-1 耐震改修促進法等の変遷 

年 
関係法令の 

制定、改正 
概要 主な背景 

昭和 55 年 

(昭和 56 年施行) 

建築基準法改正

（新耐震基準の

整備） 

構造計算に動的な考え方を盛り込

んだ、いわゆる「新耐震基準」を

義務化。 

宮城県沖地震 

（昭和 53 年） 

平成７年 

(平成７年施行) 

耐震改修促進法

制定 

建築物の耐震性の向上を目的とし

た新たな法律を制定。 

特定建築物所有者の耐震診断、耐

震改修の責務を規定。 

兵庫県南部地震（阪

神・淡路大震災）

（平成７年） 

平成 17 年 

(平成 18 年施行) 

耐震改修促進法

改正 

計画的な耐震化の促進を目的とし

て、自治体による耐震改修促進計

画の策定責務を法に規定。 

特定建築物の範囲の拡大。 

新潟県中越地震 

（平成 16 年） 

福岡県西方沖地震

（平成 17 年） 

平成 25 年 

(平成 25 年施行) 

耐震改修促進法

改正 

要緊急安全確認大規模建築物、要

安全確認計画記載建築物の所有者

に耐震診断の実績及び結果報告の

義務を規定。 

原則、全ての建築物の所有者に耐

震診断、耐震改修の努力義務を規

定。 

岩手・宮城内陸地震

（平成 20 年） 

東北地方太平洋沖地

震（東日本大震災）

（平成 23 年） 

平成 30 年 

(平成 31 年施行) 

耐震改修促進法

施行令改正 

避難路沿道の一定規模以上のブロ

ック塀等について、耐震診断の実

施及び診断結果の報告を義務付

け。 

大阪北部地震 

（平成 30 年） 
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２ 計画の目的 

深川市耐震改修促進計画（以下「本計画」という。）は、昭和56年以前に建築され

た市内の既存建築物の耐震性能を確保するため、耐震診断とその結果に基づく耐震改

修を計画的に促進することにより、今後予想される地震災害に対して市民の生命及び

財産を守ることを目的として策定しています。 

 

 

３ 計画の位置づけ 
 

（１）法的な位置づけ 

本計画は、耐震改修促進法第６条の「市町村は、都道府県耐震改修促進計画に基づ

き、当該市町村の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための計画を

定めるよう努めるものとする」に基づき、建築物の耐震化を促進するための必要な事

項を定めています。 
 

（２）策定上の位置づけ 

本計画は、「建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本方針（国土交

通省告示第184号）」や「北海道耐震改修促進計画（令和２年度改定作業中）」を踏ま

えるとともに、本市の上位計画、関連計画との整合を図っています。 
 

図 １-1 計画の位置づけ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 対象区域・計画期間 

本計画の対象区域は深川市全域とし、計画期間は10年間（令和３～12年度）としま

すが、耐震化の目標については、国の基本方針や北海道耐震改修促進計画と合わせて

令和７年度に設定します。 

なお、社会経済状況や関連計画の変更等により、必要に応じて計画内容を見直すも

のとします。  

耐震改修促進法 
（平成７年制定/平成17年・25年・30年改正） 

建築物の耐震診断及び耐震改修の 

促進を図るための基本的な方針 
（平成 18年１月制定/平成 30年 12月改正） 

北海道耐震改修促進計画 
（平成18年12月策定/平成28年５月見直し） 

（令和２年度改定作業中） 

第五次深川市総合計画 

深川市地域防災計画 

深川市強靭化計画 

深川市耐震改修促進計画 

【国・北海道】 【深川市】 
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５ 深川市の概要 

 

（１）位置と地形 

深川市は、北海道のほぼ中央に位置し、市の東は旭川市、南は芦別市と赤平市、西

と北は滝川市、妹背牛町、秩父別町、沼田町、小平町、幌加内町と接しています。 

市域は東西約22km、南北約47km、面積約530km2を有しています。地形は、東に常盤

山（標高593m）、南に音江連峰（標高795m）がそびえています。 

また、市の中央部を東から西へ石狩川が横断し、多度志地区では雨竜川が北から南

へ縦断しています。 

 

（２）地質 

地質は、石狩平野の北端に位置する平坦地を三方から山地が取り巻く地形で、市域

の東から北に分布する神居古潭構造体は、非常に古い白亜紀の地層であり、南の音江

連峰は、新第３紀鮮新世末から第４紀まで活動していた円すい形の火山です。 

音江町吉住、菊丘では、高位の火山麓扇状地に比高20mの低断層崖が認められ、そ

の南延長の新城峠でも、低位の火山麓扇状地に比高10mの低断層崖が認められ、推定

活断層（吉住起震断層）とされています。 

 

図 １-2 深川市の位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 １-2 土地利用の状況                     （単位：km2） 

  田 畑 宅地 鉱泉地 池沼 山林 原野 雑種地 その他 総面積 

面積 
91.04  29.08  8.98  0.00  0.97  291.60  24.44  7.05  76.26  529.42  

17.2% 5.5% 1.7% 0.0% 0.2% 55.1% 4.6% 1.3% 14.4% 100.0% 

資料：令和２年北海道統計書  
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（３）人口・世帯 

人口・世帯数は2015（平成27）年国勢調査では21,909人、9,669世帯となっていま

す。推移をみると、人口、世帯数ともに減少傾向となっています。 

また、将来人口の推移をみると、2040（令和22）年では、国立社会保障・人口問題

研究所の推計が13,097人、深川市「まち・ひと・しごと創生人口ビジョン＜改訂版＞」

による目標推計は15,261人となっています。 

 

図 １-3 人口、世帯の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：各年国勢調査結果（総務省統計局） 

 

図 １-4 将来人口の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国立社会保障・人口問題研究所の推計値（平成 30年３月推計）、 

深川市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン＜改訂版＞ 
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（４）住宅の状況 
 

①住宅所有関係別世帯数 

住宅所有関係別世帯数をみると、平成27年国勢調査では、持ち家が66.1％（6,307

世帯）、公営借家が7.3％（700世帯）、民営借家が21.8％（2,081世帯）、給与住宅が

3.7％（356世帯）となっています。全道、市部、空知管内と比較すると、持ち家率が

最も高く、民営借家率は全道、市部より低くなっています。 
 

図 １-5 住宅所有関係別世帯構成比の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：平成 27 年国勢調査結果（総務省統計局） 

 

（５）地震発生履歴 

地震発生履歴をみると、平成30年９月６日に発生した胆振東部地震により、震度４

を観測し、これまでの最大震度を記録しています。 

また、深川市地域防災計画（平成26年度改定）の主な災害記録では、昭和61年11月

の空知地方北部の地震、平成５年１月の釧路沖地震、平成７年５月の空知地方中部の

地震及び平成16年12月の留萌南部地震において、農業用施設等の被害が記録されてい

ます。 
 

表 １-3 深川市等の主な地震歴 

年月日 震度 観測地※1 震源地（Ｍ：マグニチュード※2） 

昭和 43年 5月 16 日 9:48 震度 3 深川市 Ｍ7.9 青森県東方沖 

昭和 43年 5月 16 日 19:39 震度 3 深川市 Ｍ7.5 青森県東方沖 

昭和 61年 11 月 13 日 21:44 震度 2 旭川市 Ｍ5.5 空知地方北部 

平成 5年 1月 15 日 20:06 震度 3 旭川市 Ｍ7.5 釧路沖 

平成 7年 5月 23 日 19:01 震度 2 旭川市 Ｍ5.9 空知地方中部 

  震度 5 北竜町     

平成 16年 12 月 14 日 14:56 震度 2 旭川市 Ｍ6.1 留萌地方南部 

  震度 4 秩父別町     

平成 23年 3月 11 日 14:46 震度 3 深川市 Ｍ9.0 三陸沖 

平成 28年 1月 14 日 12:25 震度 3 深川市 Ｍ6.7 浦河沖 

平成 30年 9月 6日 3:07 震度 4 深川市 Ｍ6.7 胆振地方中東部 

※1 深川市の震度記録が無い場合、近隣市町の記録を掲載 

※2 「Ｍ」はマグニチュード（地震のエネルギー規模を表す単位）を表す 

資料：気象庁ホームページ（昭和 34年 10 月１日～令和２年 10月 20 日時点） 
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第２章 想定される地震と被害の予測 
 

１ 想定される地震 
 

（１）想定地震 

北海道耐震改修促進計画では、北海道地域防災計画（地震・津波防災計画編 令和

元年５月修正）における想定地震を道内で想定される地震としております。 

北海道地域防災計画では、海域で発生する海溝型（プレート境界）地震と、陸域な

どで発生する内陸型（地殻内）地震に大別して図2-1の地震を想定、また、減災目標

を検討するための詳細な被害想定を算定していく想定地震として、24地震54断層モデ

ルを選定しています。 

 

図 ２-1 北海道地域防災計画による想定地震の位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震 ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ 地震 ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ 地震 ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ 

海溝型地震 内陸型地震 

千島海溝/日本海溝 活断層帯 伏在断層 

T1 三陸沖北部 8.0 N1 石狩低地東縁主部 7.9 F1 札幌市直下 6.7-7.5 

T2 十勝沖 8.1  主部北側 7.5 既往の内陸地震 

T3 根室沖 7.9   主部南側 7.2 E1 弟子屈地域 6.5 

T4 色丹沖 7.8 N2 サロベツ 7.6 E2 浦河周辺 7.1 

T5 択捉島沖 8.1 N3 黒松内低地 7.3 E3 道北地域 6.5 

T6 500 年間隔地震 8.6 N4 当別 7.0 オホーツク海 

日本海東縁部 N5 函館平野西縁 7.0-7.5 A1 網走沖 7.8 

T7 北海道南西沖 7.8 N6 増毛山地東縁 7.8 A2 紋別沖(紋別構造線) 7.9 

T8 積丹半島沖 7.8 N7 十勝平野     

T9 留萌沖 7.5  主部 8.0    

T10 北海道北西沖 7.8  光地園 7.2    

プレート内  N8 富良野     

P1 釧路直下 7.5  西部 7.2    

P2 厚岸直下 7.2  東部 7.2    

P3 日高西部 7.2 N9 標津 7.7 以上    

   N10 石狩低地東縁南部 7.7 以上    

   N11 沼田-砂川付近 7.5    

出典：北海道地域防災計画（地震・津波防災計画編）（一部加筆） 
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表 ２-1 国（地震調査研究推進本部地震調査委員会）における道内の主要な活断層や海溝型地

震の地震発生確率（平成30年１月１日現在） 

想定地震 

[北海道地域防災計画想定地震番号] 
規模（M）※ 

地震発生率※ 

10 年以内 30 年以内 50 年以内 

海溝型地震         

  千島海溝沿い         

    超巨大地震（17 世紀型）[T6] 8.8 程度以上 2～10％ 7～40％ 10～60％ 

    十勝沖 [T2] 8.0～8.6 程度 0.07% 8% 30％程度 

    根室沖 [T3] 7.8～8.5 程度 20％程度 80％程度 90％程度以上 

    色丹島沖及び択捉島沖 [T4/T5] 7.7～8.5 前後 20％程度 60％程度 80％程度 

    ひとまわり小さい 

プレート間地震 

十勝沖・根室沖 7.0～7.5 程度 40％程度 80％程度 90％程度以上 

    色丹島沖・択捉島沖 7.5 程度 50％程度 90％程度 90％程度以上 

    
十勝沖から択捉島沖の海溝寄りのプレ

ート間地震 
Mt8.0 程度 20％程度 50％程度 70％程度 

    沈み込んだプレート間のやや浅い地震 8.4 前後 10％程度 30％程度 40％程度 

    沈み込んだプレート間のやや深い地震 7.8 前後 20％程度 50％程度 70％程度 

    海溝軸の外側で発生する地震 8.2 前後       

  三陸～房総沖         

    東北地方太平洋沖型 Mw8.4～9.0 ほぼ 0％ ほぼ 0％ ほぼ 0％ 

    
三陸沖北部から房総沖の海溝寄り 

（津波地震） 
Mt8.6～9.0 前後 9％程度 30％程度 40％程度 

    三陸沖北部 [T1] 
8.0 前後 

Mt8.2 前後 
ほぼ 0～2％ 3～20％ 60％程度 

    宮城県沖 7.4 前後 不明 不明 不明 

  日本海東縁部         

    北海道北西沖の地震  [T10] 7.8 程度 0.002～0.04％ 0.006～0.1％ 0.01～0.2％ 

    北海道西方沖の地震  [T8/T9] 7.5 前後 ほぼ 0％ ほぼ 0％ ほぼ 0％ 

    北海道南西沖の地震  [T7] 7.8 前後 ほぼ 0％ ほぼ 0％ ほぼ 0％ 

    青森県西方沖の地震 7.7 前後 ほぼ 0％ ほぼ 0％ ほぼ 0％ 

内陸型地震         

  活断層         

    函館平野西縁断層帯  [N5] 7.0～7.5 程度 － ほぼ 0～1％ ほぼ 0～2％ 

    黒松内低地断層帯  [N3] 7.3 程度以上 － 2～5％以下 3～9％以下 

    石狩低地東縁断層帯（主部）[N1] 7.9 程度 － ほぼ 0％ ほぼ 0％ 

    石狩低地東縁断層帯（南部）[N1] 7.7 程度以上 － 0.2％以下 0.3％以下 

    当別断層 [N4] 7.0 程度 － ほぼ 0～2％ ほぼ 0～4％ 

    増毛山地東縁断層帯 [N6] 7.8 程度 － 0.6％以下 1％以下 

    沼田-砂川付近の断層帯 [N11] 7.5 程度 － 不明 不明 

    富良野断層帯（西部）[N8] 7.2 程度 － ほぼ 0～0.03％ ほぼ 0～0.05％ 

    富良野断層帯（東部）[N8] 7.2 程度 － ほぼ 0～0.01％ ほぼ 0～0.02％ 

    十勝平野断層帯（主部）[N7] 8.0 程度 － 0.1～0.2％ 0.2～0.3％ 

    
十勝平野断層帯（光地園断層帯）

[N7] 
7.2 程度 － 0.1～0.4％ 0.2～0.7％ 

    標津断層帯 [N9] 7.7 程度以上 － 不明 不明 

    サロベツ断層帯 [N2] 7.6 程度 － 4％以下 7％以下 

※ 「規模（M）」の欄の数値はマグニチュードを表す（津波マグニチュード（Mt）・モーメントマグニチュー

ド（Mw）） 

出典：北海道地域防災計画（一部加筆） 
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（２）地震動評価 

24地震54断層モデルの想定地震における深川市内の最大震度は以下のとおりです。

沼田-砂川付近の断層帯（30_4）が震度階級で７となり最大となります。 

 

表 ２-2 想定地震における深川市内の平均震度・最大震度 

断層 

モデル 
想定地震 

  最大 

震度※2 

(計測震度) 

  平均 

震度※3 

(計測震度) 

  

モデル 
震度 

階級 

震度 

階級 

1 ①標津断層帯 [N9] 30_1※1 － － － － 

2   45_5 － － － － 

3 ②十勝平野断層帯主部 [N7] 30_3 5.081 5 強 4.198 4 

4   45_2 4.733 5 弱 3.809 4 

5   45_5 5.020 5 強 4.149 4 

6 ③富良野断層帯西部 [N8] 30_2 5.584 6 弱 4.554 5 弱 

7   30_5 5.584 6 弱 4.539 5 弱 

8   45_3 5.533 6 弱 4.523 5 弱 

9 ④増毛山地東縁断層帯 [N6] 30_2 6.433 6 強 5.419 5 強 

10   45_1 6.254 6 強 5.223 5 強 

11   45_2 6.499 6 強 5.474 5 強 

12   45_3 6.183 6 強 5.030 5 強 

13   45_4 6.395 6 強 5.390 5 強 

14   45_5 6.043 6 強 4.771 5 弱 

15 ⑤沼田-砂川付近の断層帯 [N11] 30_3 6.884 7 5.651 6 弱 

16   30_4 7.214 7 5.651 6 弱 

17   45_1 6.820 7 5.515 6 弱 

18   45_2 6.646 7 5.446 5 強 

19   45_3 6.865 7 5.545 6 弱 

20   45_4 7.134 7 5.532 6 弱 

21 ⑥当別断層帯 [N4] 30_2 4.989 5 弱 3.866 4 

22   30_5 5.054 5 強 4.008 4 

23 石狩低地東縁断層帯主部 [N1] (北)深さ 7km30_1 5.466 5 強 4.494 4 

24   ⑦石狩低地東縁断層帯主部（北） (北)深さ 7km30_5 5.520 6 弱 4.569 5 弱 

25   ⑧石狩低地東縁断層帯主部（北)  (北)深さ 7km45_1 5.480 5 強 4.498 4 

26 
(深さ 3km） 

 
(北)深さ 3km30_2 5.146 5 強 4.076 4 

27   ⑨石狩低地東縁断層帯主部（南） (北)深さ 3km45_2 5.152 5 強 4.074 4 

28  (深さ 3km） (北)深さ 3km45_3 5.537 6 弱 4.569 5 弱 

29   (北)深さ 3km45_5 5.564 6 弱 4.593 5 弱 

30   (南)深さ 3km45_2 4.788 5 弱 3.743 4 

31   (南)深さ 3km45_5 4.939 5 弱 3.944 4 

32 石狩低地東縁断層帯南部 [N1] 深さ 7km30_5 5.350 5 強 4.417 4 

33   ⑩石狩低地東縁断層帯南部 深さ 3km30_2 4.735 5 弱 3.793 4 

34   ⑪石狩低地東縁断層帯南部（南） 深さ 3km30_3 5.220 5 強 4.268 4 

35    (深さ 3km） 深さ 3km30_5 5.344 5 強 4.402 4 

36 ⑫黒松内低地断層帯 [N3] 30_5 4.201 4 3.126 － 

37   45_3 4.211 4 3.148 － 

38   45_4 4.367 4 3.317 － 

39 ⑬函館平野西縁断層帯 [N5] 45_2 － － － － 

40   45_3 － － － － 

41 ⑭サロベツ断層帯北延長 [N2] 30_2 5.042 5 強 4.247 4 

42   30_3 4.706 5 弱 3.898 4 

43   30_5 4.524 5 弱 3.693 4 

44 札幌市直下 ⑮西札幌背斜に関連する断層 西札幌背斜 4.491 4 3.457 － 

45 [F1]    ⑯月寒背斜に関連する断層 月寒背斜 5.096 5 強 4.081 4 

46       ⑰野幌丘陵断層帯 野幌丘陵 45_1 5.304 5 強 4.317 4 

47 ⑱根室沖・釧路沖 [T3]   － － － － 
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断層 

モデル 
想定地震 

  最大 

震度※2 

(計測震度) 

  平均 

震度※3 

(計測震度) 

  

モデル 
震度 

階級 

震度 

階級 

48 ⑲十勝沖 [T2]   5.482 5 強 4.650 5 弱 

49 ⑳三陸沖北部 [T1]   5.094 5 強 4.217 4 

50 ㉑北海道北西沖 [T10] No_2 5.373 5 強 4.511 5 弱 

51   No_5 5.095 5 強 4.272 4 

52 ㉒北海道南西沖 [T7] No_2 4.991 5 弱 4.052 4 

53 北海道留萌沖 [T9] ㉓走向N193E N193No_1 5.425 5 強 4.514 5 弱 

54           ㉔走向N225E N225No_2 5.913 6 弱 5.043 5 強 

※1 「30‗1」のうち、「30」は傾斜角、「1」はモデル番号を示す。 

※2 最大震度とは市内を 250ｍメッシュに分割し、メッシュ毎に計算された震度の最大値 

※3 平均震度とは市内を 250ｍメッシュに分割し、メッシュ毎に計算された震度の平均値 

  

（参考）気象庁震度階級表 
震度階級 計測震度 震度階級 計測震度 

0 0.5 未満 5 弱 4.5 - 5.0 未満 

1 0.5 - 1.5 未満 5 強 5.0 - 5.5 未満 

2 1.5 - 2.5 未満 6 弱 5.5 - 6.0 未満 

3 2.5 - 3.5 未満 6 強 6.0 - 6.5 未満 

4 3.5 - 4.5 未満 7 6.5 以上 
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①沼田-砂川付近の断層帯（30_4）の想定地震における震度分布 

（P8 表 2-2 断層モデル 16） 

沼田-砂川付近の断層帯（30_4）における震度分布（250ｍメッシュ）をみると、深

川、あけぼの、広里市街地及び納内市街地の一部を含む市内西部の広範囲が震度７と

なっています。 

 

図 ２-2 沼田-砂川付近の断層帯（30_4）揺れやすさマップ（震度分布図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：北海道（北方建築総合研究所）提供  
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②増毛山地東縁断層帯（45_2）の想定地震における震度分布 

（P8 表 2-2 断層モデル 11） 

増毛山地東縁断層帯（45_2）における震度分布（250ｍメッシュ）をみると、深川、

広里市街地及びあけぼの、納内市街地の一部を含む市内西部の広範囲が震度６強とな

っています。 

 

図 ２-3 増毛山地東縁断層帯（45_2）揺れやすさマップ（震度分布図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：北海道（北方建築総合研究所）提供  



12 

表 ２-3 沼田-砂川付近の断層帯及び増毛山地東縁断層帯における地区別最大震度・平均震度 

  地区名 
面積
（㎢） 

沼田-砂川付近の断層帯 増毛山地東縁断層帯 
最大震度 平均震度 最大震度 平均震度 

1 一条 0.3  6.9  6.8  6.3  6.2  
2 二条 0.3  6.8  6.8  6.2  6.1  
3 三条 0.3  6.9  6.8  6.3  6.2  
4 四条 0.3  6.9  6.8  6.3  6.2  
5 五条 0.2  6.9  6.8  6.3  6.2  
6 六条 0.4  6.8  6.7  6.3  6.1  
7 七条 0.2  6.7  6.7  6.2  6.1  
8 八条 0.4  7.0  6.8  6.3  6.2  
9 九条 0.4  6.8  6.7  6.2  6.2  

10 緑町 0.5  7.0  6.2  6.4  5.6  
11 西町 0.5  7.0  6.9  6.3  6.2  
12 文光町 0.5  7.0  6.9  6.4  6.3  
13 錦町 0.1  7.0  7.0  6.3  6.3  
14 錦町西 0.1  6.9  6.9  6.2  6.2  
15 錦町北 0.2  7.1  7.0  6.4  6.3  
16 太子町 0.2  6.9  6.8  6.2  6.2  
17 新光町１丁目 0.1  6.8  6.8  6.1  6.1  
18 新光町２丁目 0.1  6.9  6.9  6.2  6.2  
19 新光町３丁目 0.3  7.0  7.0  6.4  6.3  
20 開西町１丁目 0.2  7.0  7.0  6.3  6.3  
21 開西町２丁目 0.2  7.0  6.9  6.3  6.3  
22 開西町３丁目 0.1  7.0  7.0  6.4  6.4  
23 字メム 22.1  7.2  6.6  6.5  6.1  
24 字大鳳 2.2  7.1  7.1  6.5  6.4  
25 あけぼの町 0.5  7.1  6.8  6.3  6.1  
26 北光町１丁目 0.2  6.9  6.9  6.3  6.2  
27 北光町２丁目 0.4  7.0  6.9  6.3  6.2  
28 北光町３丁目 0.2  7.0  6.9  6.3  6.2  
29 稲穂町１丁目 0.2  6.9  6.9  6.3  6.3  
30 稲穂町２丁目 0.3  7.0  6.9  6.3  6.3  
31 字一已 55.3  7.2  6.5  6.4  6.0  
32 納内町北 0.3  6.5  6.3  6.2  6.1  
33 納内町２丁目 0.7  6.5  6.4  6.2  6.1  
34 納内町３丁目 0.8  6.4  6.2  6.1  5.9  
35 納内町グリーンタウン 0.1  6.0  6.0  5.7  5.7  
36 字納内 50.5  6.5  5.8  6.2  5.5  
37 字菊丘 15.1  5.9  5.6  5.5  5.1  
38 字吉住 22.0  6.0  5.7  5.6  5.3  
39 字国見 9.3  6.6  5.8  6.3  5.5  
40 字更進 7.3  6.0  5.9  5.7  5.6  
41 音江町１丁目 0.3  6.7  6.2  6.3  5.8  
42 音江町２丁目 0.3  6.1  6.0  5.7  5.7  
43 字音江 14.2  6.8  5.8  6.3  5.5  
44 広里町１丁目 0.5  6.9  5.1  6.4  4.7  
45 広里町２丁目 0.1  6.8  6.7  6.3  6.1  
46 広里町３丁目 0.3  6.9  3.4  6.4  3.2  
47 広里町４丁目 0.1  6.8  6.8  6.3  6.3  
48 広里町５丁目 0.1  6.8  6.8  6.3  6.3  
49 字広里 7.2  6.9  6.3  6.4  5.9  
50 字豊泉 15.7  6.2  5.8  5.8  5.4  
51 字向陽 14.8  6.9  6.0  6.4  5.5  
52 字稲田 7.8  6.9  6.2  6.4  5.8  
53 字内園 7.9  6.5  6.2  6.2  5.9  
54 多度志 10.0  6.5  6.2  6.0  5.8  
55 多度志南 15.1  6.5  6.3  5.9  5.8  
56 湯内 71.6  6.1  5.5  5.8  5.4  
57 宇摩 17.0  6.2  5.9  5.9  5.7  
58 ウッカ 5.9  5.9  5.5  5.8  5.5  
59 幌内 31.6  5.9  5.2  5.8  5.3  
60 鷹泊 115.2  5.6  4.8  5.7  5.1  

市全体 528.9  7.2  5.7  6.5  5.5  

※ 各地区の数値は計算結果を四捨五入した値を示しているため、市全体の数値が合わない場合があります。  
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２ 被害の予測 
 

（１）地震の揺れによる被害想定 
 

①地震の揺れによる建築物被害の想定 

北海道では、「平成28年度地震被害想定調査結果（平成30年２月）」により、地震の

計測震度と構造別・建築年別の建築物被害を表2-4及び図2-4のとおり想定しています。

木造建築物において、本市のような積雪区域では、積雪時の積雪荷重を考慮していま

す。 

昭和56年以前（旧耐震基準）で建てられた建築物は、昭和57年以降（新耐震基準）

に建てられた建築物に比べて全壊率・全半壊率が高く、また、積雪時の積雪荷重を考

慮した冬の場合には、冬以外に比べて全壊率・全半壊率が高くなると想定しています。 
 

表 ２‑4 木造建築物の震度と被害率の関係 

（冬） 

震度 

全壊被害率 全半壊被害率 

1971 

(S46) 

以前 

1972 

-1981 

(S47-S56) 

1982 

(S57) 

以降 

1971 

(S46) 

以前 

1972 

-1981 

(S47-S56) 

1982 

(S57) 

以降 

5.0  0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

5.1  0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 0.1% 0.0% 

5.2  0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 0.1% 0.0% 

5.3  0.0% 0.0% 0.0% 0.3% 0.3% 0.0% 

5.4  0.0% 0.0% 0.0% 0.5% 0.4% 0.0% 

5.5  0.0% 0.0% 0.0% 1.0% 0.8% 0.0% 

5.6  0.1% 0.1% 0.0% 2.0% 1.6% 0.0% 

5.7  0.3% 0.3% 0.0% 3.4% 3.3% 0.1% 

5.8  0.6% 0.6% 0.0% 6.6% 4.9% 0.2% 

5.9  1.4% 1.2% 0.0% 11.0% 8.1% 0.4% 

6.0  2.6% 2.0% 0.0% 16.5% 13.7% 0.9% 

6.1  5.4% 4.0% 0.1% 25.2% 18.6% 1.5% 

6.2  9.4% 6.9% 0.3% 34.6% 27.9% 3.2% 

6.3  16.5% 12.2% 0.7% 46.3% 35.6% 5.2% 

6.4  25.2% 18.6% 1.5% 57.1% 45.1% 8.4% 

6.5  36.9% 27.9% 3.2% 66.4% 55.7% 13.4% 

6.6  48.5% 37.5% 5.7% 76.8% 64.8% 19.3% 

6.7  61.0% 50.6% 10.7% 84.4% 74.7% 28.2% 

6.8  72.8% 62.0% 17.2% 90.2% 82.1% 37.4% 

6.9  82.5% 71.3% 24.7% 94.3% 88.0% 47.6% 

7.0  89.0% 80.4% 35.1% 96.7% 92.0% 56.9% 

 

 

（冬以外） 

震度 

全壊被害率 全半壊被害率 

1971 

(S46) 

以前 

1972 

-1981 

(S47-S56) 

1982 

(S57) 

以降 

1971 

(S46) 

以前 

1972 

-1981 

(S47-S56) 

1982 

(S57) 

以降 

5.0  0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

5.1  0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

5.2  0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

5.3  0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

5.4  0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 0.0% 0.0% 

5.5  0.0% 0.0% 0.0% 0.2% 0.0% 0.0% 

5.6  0.0% 0.0% 0.0% 0.5% 0.1% 0.0% 

5.7  0.0% 0.0% 0.0% 0.9% 0.2% 0.0% 

5.8  0.1% 0.0% 0.0% 1.9% 0.4% 0.0% 

5.9  0.4% 0.1% 0.0% 3.5% 0.9% 0.1% 

6.0  0.7% 0.1% 0.0% 5.7% 2.0% 0.2% 

6.1  1.5% 0.3% 0.0% 9.7% 3.3% 0.3% 

6.2  2.9% 0.7% 0.1% 14.6% 6.4% 0.8% 

6.3  5.7% 1.7% 0.1% 22.0% 9.8% 1.3% 

6.4  9.7% 3.3% 0.3% 30.0% 15.0% 2.3% 

6.5  16.0% 6.4% 0.8% 38.3% 22.4% 4.1% 

6.6  23.5% 10.8% 1.5% 49.4% 30.6% 6.4% 

6.7  33.3% 18.6% 3.1% 59.4% 41.6% 10.5% 

6.8  44.8% 27.8% 5.6% 69.1% 52.1% 15.5% 

6.9  56.7% 37.5% 8.8% 77.7% 62.6% 21.8% 

7.0  66.9% 49.6% 14.1% 84.0% 71.3% 28.7% 
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図 ２-4 震度と構造別全壊率・全半壊率との関係 
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②想定地震の揺れによる被害想定 

想定地震において震度が最大となる沼田-砂川付近の断層帯（30_4）の地震の冬の

場合、地震の揺れによる全半壊棟数は10,319棟で全半壊率は56.1％、うち全壊棟数は

7,033棟と甚大な被害が想定されています。 

また、増毛山地東縁断層帯（45_2）の地震の冬の場合においても、地震の揺れによ

る全半壊棟数は3,964棟で全半壊率は21.6％、うち全壊棟数は1,413棟となっています。 
 

表 ２-5 震度が最大となる地震に係る被害想定（全体棟数18,390 棟） 

想定地震 
  

最大震度 
最大震度 
階級 

想定時期 
全半壊棟数 全半壊率 

モデル （棟） 全壊棟数 半壊棟数 （%） 

沼田-砂川付近の 
断層帯 

30_4 7.214  7  
冬 10,319  7,033  3,286  56.1% 

冬以外 7,722  4,554  3,168  42.0% 

増毛山地東縁 
断層帯 

45_2 6.499  6 強 
冬 3,964  1,413  2,551  21.6% 

冬以外 2,092  591  1,501  11.4% 

 

参考：昭和 56 年以前と昭和 57 年以降の建築区分について（耐震基準について） 

現在の耐震基準の原型は昭和56年６月１日に施行された改正建築基準法によるもの

で、それ以前の耐震基準が「旧耐震基準」、それ以降は「新耐震基準」と呼ばれてい

ます。 

・旧耐震基準 「震度５程度の地震で倒壊しない建物であること」 

・新耐震基準 「中規模の地震（震度５強程度）に対しては、ほとんど損傷を生じ

ず、極めて稀にしか発生しない大規模の地震（震度６強から震度７

程度）に対しては、人命に危害を及ぼすような倒壊等の被害を生じ

ないこと」 

中規模の地震に対しては、倒壊だけでなく損傷を防ぐ、また大規模の地震に対して

も、倒壊を防ぐという点が大きく変更になりました。 

 

※上記の建築基準法の改正により、本計画において、 

昭和56年５月31日以前を「昭和（S）56年以前（旧耐震基準）」 

昭和56年６月１日以降を「昭和（S）57年以降（新耐震基準）」 

という表現で示しています。 
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（２）想定地震別被害想定 

①沼田-砂川付近の断層帯（30_4）の揺れによる建築物被害想定 

（P8 表 2-2 断層モデル 16） 

図 ２-5 沼田-砂川付近の断層帯（30_4）の揺れによる危険度マップ（建築物被害分布図）

全半壊棟数（冬の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：北海道（北方建築総合研究所）提供資料に基づく推計  
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図 ２-6 沼田-砂川付近の断層帯（30_4）の揺れによる危険度マップ（建築物被害分布図）

全半壊率（冬の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：北海道（北方建築総合研究所）提供資料に基づく推計  
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表 ２-6 沼田-砂川付近の断層帯（30_4）の揺れによる被害想定（冬の場合） 

  地区名 
面積 建築物数 全半壊棟数     全半壊率 

（km2） （棟） （棟） 全壊棟数 半壊棟数 （%） 

1 一条 0.3 309 185 123 62 59.8% 

2 二条 0.3 490 282 190 92 57.5% 

3 三条 0.3 486 341 257 84 70.1% 

4 四条 0.3 488 315 225 90 64.6% 

5 五条 0.2 413 265 189 76 64.1% 

6 六条 0.4 422 208 128 80 49.4% 

7 七条 0.2 385 207 129 78 53.8% 

8 八条 0.4 370 233 165 68 63.0% 

9 九条 0.4 178 78 42 35 43.6% 

10 緑町 0.5 441 296 218 78 67.2% 

11 西町 0.5 669 443 326 117 66.2% 

12 文光町 0.5 826 525 369 156 63.6% 

13 錦町 0.1 222 152 113 39 68.6% 

14 錦町西 0.1 35 19 12 7 54.3% 

15 錦町北 0.2 68 45 32 13 66.1% 

16 太子町 0.2 196 128 91 37 65.4% 

17 新光町１丁目 0.1 216 104 62 41 48.0% 

18 新光町２丁目 0.1 168 116 88 28 69.2% 

19 新光町３丁目 0.3 134 88 63 25 65.6% 

20 開西町１丁目 0.2 91 57 39 18 62.2% 

21 開西町２丁目 0.2 231 135 89 46 58.4% 

22 開西町３丁目 0.1 13 7 4 3 52.5% 

23 字メム 22.1 978 693 526 167 70.8% 

24 字大鳳 2.2 33 26 21 5 78.2% 

25 あけぼの町 0.5 584 404 300 105 69.2% 

26 北光町１丁目 0.2 288 173 117 55 60.0% 

27 北光町２丁目 0.4 649 422 302 121 65.1% 

28 北光町３丁目 0.2 96 63 45 18 65.5% 

29 稲穂町１丁目 0.2 136 65 36 29 47.8% 

30 稲穂町２丁目 0.3 409 214 126 88 52.3% 

31 字一已 55.3 1,667 1227 962 266 73.6% 

32 納内町北 0.3 249 99 49 50 39.6% 

33 納内町２丁目 0.7 416 168 83 85 40.3% 

34 納内町３丁目 0.8 277 86 34 52 31.0% 

35 納内町グリーンタウン 0.1 182 5 1 4 2.7% 

36 字納内 50.5 838 414 216 198 49.4% 

37 字菊丘 15.1 90 7 1 7 8.3% 

38 字吉住 22.0 108 10 1 9 9.3% 

39 字国見 9.3 74 44 28 16 59.6% 

40 字更進 7.3 136 14 2 11 10.1% 

41 音江町１丁目 0.3 385 160 87 73 41.5% 

42 音江町２丁目 0.3 161 20 4 16 12.6% 

43 字音江 14.2 293 157 99 58 53.6% 

44 広里町１丁目 0.5 305 193 137 56 63.2% 

45 広里町２丁目 0.1 160 92 59 32 57.2% 

46 広里町３丁目 0.3 66 49 38 11 73.8% 

47 広里町４丁目 0.1 79 47 32 15 59.8% 

48 広里町５丁目 0.1 82 47 31 17 57.9% 

49 字広里 7.2 519 349 257 93 67.3% 

50 字豊泉 15.7 287 64 18 46 22.4% 

51 字向陽 14.8 221 158 119 39 71.6% 

52 字稲田 7.8 294 217 170 48 73.9% 

53 字内園 7.9 213 85 41 44 39.8% 

54 多度志 10.0 516 203 95 108 39.3% 

55 多度志南 15.1 111 55 30 26 49.9% 

56 湯内 71.6 105 19 5 15 18.1% 

57 宇摩 17.0 125 24 6 17 19.0% 

58 ウッカ 5.9 69 5 1 4 7.1% 

59 幌内 31.6 164 9 1 8 5.8% 

60 鷹泊 115.2 174 3 0 3 2.0% 

市全体 528.9 18,390 10,319 7,033 3,286 56.1% 

※ 各地区の数値は計算結果を四捨五入した値を示しているため、市全体の数値が合わない場合があります。 
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表 ２-7 沼田-砂川付近の断層帯（30_4）の揺れによる被害想定（冬以外） 

  地区名 
面積 建築物数 全半壊棟数     全半壊率 

（km2） （棟） （棟） 全壊棟数 半壊棟数 （%） 

1 一条 0.3 309 139 78 61 44.9% 

2 二条 0.3 490 204 115 89 41.7% 

3 三条 0.3 486 274 179 96 56.4% 

4 四条 0.3 488 245 149 95 50.2% 

5 五条 0.2 413 196 118 78 47.5% 

6 六条 0.4 422 141 71 70 33.4% 

7 七条 0.2 385 136 66 70 35.4% 

8 八条 0.4 370 171 103 67 46.1% 

9 九条 0.4 178 49 22 28 27.7% 

10 緑町 0.5 441 232 148 84 52.6% 

11 西町 0.5 669 336 211 125 50.2% 

12 文光町 0.5 826 400 241 159 48.4% 

13 錦町 0.1 222 119 78 41 53.5% 

14 錦町西 0.1 35 14 8 6 39.7% 

15 錦町北 0.2 68 35 21 13 50.9% 

16 太子町 0.2 196 98 59 39 50.1% 

17 新光町１丁目 0.1 216 71 36 35 32.9% 

18 新光町２丁目 0.1 168 91 58 33 54.1% 

19 新光町３丁目 0.3 134 67 41 26 50.1% 

20 開西町１丁目 0.2 91 44 26 18 48.8% 

21 開西町２丁目 0.2 231 99 56 43 43.0% 

22 開西町３丁目 0.1 13 5 2 2 38.0% 

23 字メム 22.1 978 591 395 196 60.4% 

24 字大鳳 2.2 33 22 16 7 67.7% 

25 あけぼの町 0.5 584 323 205 118 55.3% 

26 北光町１丁目 0.2 288 126 73 53 43.7% 

27 北光町２丁目 0.4 649 316 193 123 48.7% 

28 北光町３丁目 0.2 96 49 30 18 50.9% 

29 稲穂町１丁目 0.2 136 43 20 23 31.7% 

30 稲穂町２丁目 0.3 409 151 76 75 36.8% 

31 字一已 55.3 1,667 1025 704 321 61.5% 

32 納内町北 0.3 249 56 21 35 22.5% 

33 納内町２丁目 0.7 416 98 36 62 23.5% 

34 納内町３丁目 0.8 277 46 14 33 16.7% 

35 納内町グリーンタウン 0.1 182 2 0 2 1.3% 

36 字納内 50.5 838 265 105 160 31.6% 

37 字菊丘 15.1 90 2 0 2 2.8% 

38 字吉住 22.0 108 4 1 4 3.8% 

39 字国見 9.3 74 29 15 14 39.0% 

40 字更進 7.3 136 6 1 5 4.4% 

41 音江町１丁目 0.3 385 103 45 58 26.7% 

42 音江町２丁目 0.3 161 8 1 7 5.1% 

43 字音江 14.2 293 111 57 55 38.1% 

44 広里町１丁目 0.5 305 143 86 57 47.0% 

45 広里町２丁目 0.1 160 69 38 31 43.1% 

46 広里町３丁目 0.3 66 38 25 13 58.0% 

47 広里町４丁目 0.1 79 37 21 16 47.3% 

48 広里町５丁目 0.1 82 39 21 17 47.1% 

49 字広里 7.2 519 284 179 105 54.7% 

50 字豊泉 15.7 287 28 6 22 9.9% 

51 字向陽 14.8 221 128 82 46 57.9% 

52 字稲田 7.8 294 178 118 60 60.5% 

53 字内園 7.9 213 54 20 34 25.3% 

54 多度志 10.0 516 120 42 77 23.2% 

55 多度志南 15.1 111 35 15 21 31.8% 

56 湯内 71.6 105 8 1 6 7.2% 

57 宇摩 17.0 125 11 2 9 9.0% 

58 ウッカ 5.9 69 2 0 2 2.6% 

59 幌内 31.6 164 3 0 3 2.0% 

60 鷹泊 115.2 174 1 0 1 0.6% 

市全体 528.9 18,390 7,722 4,554 3,168 42.0% 

※ 各地区の数値は計算結果を四捨五入した値を示しているため、市全体の数値が合わない場合があります。 
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②増毛山地東縁断層帯（45_2）の揺れによる被害想定 

（P8 表 2-2 断層モデル 11） 

 

図 ２-7 増毛山地東縁断層帯（45_2）の揺れによる危険度マップ（建築物被害分布図）

全半壊棟数（冬の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：北海道（北方建築総合研究所）提供資料に基づく推計  
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図 ２-8 増毛山地東縁断層帯（45_2）の揺れによる危険度マップ（建築物被害分布図）

全半壊率（冬の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：北海道（北方建築総合研究所）提供資料に基づく推計  
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表 ２-8 増毛山地東縁断層帯（45_2）の揺れによる被害想定（冬の場合） 

  地区名 
面積 建築物数 全半壊棟数     全半壊率 

（km2） （棟） （棟） 全壊棟数 半壊棟数 （%） 

1 一条 0.3 309 59 19 40 19.0% 

2 二条 0.3 490 70 17 54 14.3% 

3 三条 0.3 486 130 46 84 26.8% 

4 四条 0.3 488 116 40 76 23.9% 

5 五条 0.2 413 94 33 62 22.8% 

6 六条 0.4 422 71 22 49 16.8% 

7 七条 0.2 385 62 16 46 16.0% 

8 八条 0.4 370 76 27 49 20.6% 

9 九条 0.4 178 20 6 15 11.4% 

10 緑町 0.5 441 114 42 72 25.8% 

11 西町 0.5 669 154 50 104 23.0% 

12 文光町 0.5 826 173 58 115 21.0% 

13 錦町 0.1 222 51 17 34 23.2% 

14 錦町西 0.1 35 4 1 3 12.3% 

15 錦町北 0.2 68 15 5 10 21.6% 

16 太子町 0.2 196 36 10 26 18.2% 

17 新光町１丁目 0.1 216 20 4 16 9.4% 

18 新光町２丁目 0.1 168 35 11 25 21.1% 

19 新光町３丁目 0.3 134 29 11 18 21.5% 

20 開西町１丁目 0.2 91 17 6 11 18.2% 

21 開西町２丁目 0.2 231 38 13 26 16.6% 

22 開西町３丁目 0.1 13 2 0 1 11.9% 

23 字メム 22.1 978 366 177 189 37.4% 

24 字大鳳 2.2 33 14 7 7 42.3% 

25 あけぼの町 0.5 584 138 45 93 23.7% 

26 北光町１丁目 0.2 288 49 14 35 17.0% 

27 北光町２丁目 0.4 649 123 39 84 19.0% 

28 北光町３丁目 0.2 96 20 6 13 20.4% 

29 稲穂町１丁目 0.2 136 12 3 9 9.1% 

30 稲穂町２丁目 0.3 409 45 12 33 11.0% 

31 字一已 55.3 1,667 597 264 333 35.8% 

32 納内町北 0.3 249 51 13 38 20.3% 

33 納内町２丁目 0.7 416 81 23 58 19.5% 

34 納内町３丁目 0.8 277 39 9 30 14.0% 

35 納内町グリーンタウン 0.1 182 1 0 1 0.7% 

36 字納内 50.5 838 213 67 146 25.4% 

37 字菊丘 15.1 90 1 0 1 0.8% 

38 字吉住 22.0 108 1 0 1 1.4% 

39 字国見 9.3 74 21 7 14 28.6% 

40 字更進 7.3 136 3 0 3 2.3% 

41 音江町１丁目 0.3 385 62 19 43 16.1% 

42 音江町２丁目 0.3 161 4 0 3 2.3% 

43 字音江 14.2 293 65 22 44 22.4% 

44 広里町１丁目 0.5 305 74 28 46 24.1% 

45 広里町２丁目 0.1 160 38 14 24 23.9% 

46 広里町３丁目 0.3 66 23 8 14 34.4% 

47 広里町４丁目 0.1 79 21 7 14 26.6% 

48 広里町５丁目 0.1 82 20 7 13 24.8% 

49 字広里 7.2 519 157 59 97 30.2% 

50 字豊泉 15.7 287 14 1 12 4.8% 

51 字向陽 14.8 221 77 30 47 34.6% 

52 字稲田 7.8 294 123 54 69 41.7% 

53 字内園 7.9 213 43 12 32 20.4% 

54 多度志 10.0 516 47 8 39 9.1% 

55 多度志南 15.1 111 11 2 9 9.8% 

56 湯内 71.6 105 5 1 4 4.4% 

57 宇摩 17.0 125 7 1 6 5.3% 

58 ウッカ 5.9 69 3 0 2 3.7% 

59 幌内 31.6 164 6 1 5 3.4% 

60 鷹泊 115.2 174 4 0 4 2.6% 

市全体 528.9 18,390 3,964 1,413 2,551 21.6% 

※ 各地区の数値は計算結果を四捨五入した値を示しているため、市全体の数値が合わない場合があります。 
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表 ２-9 増毛山地東縁断層帯（45_2）の揺れによる被害想定（冬以外） 

  地区名 
面積 建築物数 全半壊棟数     全半壊率 

（km2） （棟） （棟） 全壊棟数 半壊棟数 （%） 

1 一条 0.31 309 31 8 23 10.1% 

2 二条 0.27 490 32 6 26 6.5% 

3 三条 0.29 486 70 19 50 14.3% 

4 四条 0.30 488 62 17 45 12.7% 

5 五条 0.23 413 45 11 33 10.8% 

6 六条 0.40 422 34 8 26 8.0% 

7 七条 0.19 385 25 5 20 6.5% 

8 八条 0.36 370 37 10 27 9.9% 

9 九条 0.36 178 9 2 7 5.2% 

10 緑町 0.54 441 60 17 44 13.7% 

11 西町 0.46 669 74 18 56 11.1% 

12 文光町 0.46 826 89 23 66 10.7% 

13 錦町 0.11 222 27 7 20 12.0% 

14 錦町西 0.10 35 2 0 2 6.2% 

15 錦町北 0.18 68 7 2 5 10.9% 

16 太子町 0.15 196 17 4 13 8.7% 

17 新光町１丁目 0.11 216 10 2 8 4.5% 

18 新光町２丁目 0.10 168 16 4 12 9.4% 

19 新光町３丁目 0.32 134 14 4 10 10.5% 

20 開西町１丁目 0.16 91 9 3 7 10.1% 

21 開西町２丁目 0.19 231 20 5 15 8.6% 

22 開西町３丁目 0.12 13 1 0 1 7.0% 

23 字メム 22.05 978 232 88 145 23.8% 

24 字大鳳 2.24 33 8 3 5 24.9% 

25 あけぼの町 0.47 584 69 17 52 11.8% 

26 北光町１丁目 0.21 288 24 5 18 8.2% 

27 北光町２丁目 0.40 649 58 14 44 9.0% 

28 北光町３丁目 0.23 96 10 3 8 10.8% 

29 稲穂町１丁目 0.18 136 6 1 5 4.7% 

30 稲穂町２丁目 0.32 409 26 6 20 6.4% 

31 字一已 55.27 1,667 346 117 229 20.7% 

32 納内町北 0.27 249 23 4 18 9.1% 

33 納内町２丁目 0.69 416 37 8 28 8.8% 

34 納内町３丁目 0.75 277 17 3 14 6.1% 

35 納内町グリーンタウン 0.08 182 1 0 1 0.4% 

36 字納内 50.55 838 106 26 80 12.6% 

37 字菊丘 15.09 90 0 0 0 0.3% 

38 字吉住 22.01 108 1 0 1 0.5% 

39 字国見 9.33 74 10 3 7 13.4% 

40 字更進 7.34 136 1 0 1 1.0% 

41 音江町１丁目 0.28 385 31 7 23 8.0% 

42 音江町２丁目 0.32 161 1 0 1 0.9% 

43 字音江 14.16 293 34 9 25 11.5% 

44 広里町１丁目 0.51 305 37 11 26 12.2% 

45 広里町２丁目 0.11 160 23 7 16 14.3% 

46 広里町３丁目 0.27 66 12 3 9 17.9% 

47 広里町４丁目 0.08 79 13 4 9 16.2% 

48 広里町５丁目 0.09 82 13 4 9 16.0% 

49 字広里 7.21 519 89 26 63 17.2% 

50 字豊泉 15.73 287 5 0 4 1.6% 

51 字向陽 14.84 221 43 13 30 19.4% 

52 字稲田 7.75 294 72 24 48 24.3% 

53 字内園 7.94 213 23 5 18 10.8% 

54 多度志 9.98 516 19 3 16 3.7% 

55 多度志南 15.10 111 5 1 4 4.2% 

56 湯内 71.62 105 1 0 1 1.4% 

57 宇摩 17.01 125 3 0 2 2.2% 

58 ウッカ 5.88 69 1 0 1 1.3% 

59 幌内 31.58 164 2 0 2 1.2% 

60 鷹泊 115.24 174 1 0 1 0.8% 

市全体 528.91 18,390 2,092 591 1,501 11.4% 

※ 各地区の数値は計算結果を四捨五入した値を示しているため、市全体の数値が合わない場合があります。 
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第３章 住宅・建築物の耐震化の現状と目標 

 

１ 住宅・建築物の耐震化の現状 
 

（１）住宅の耐震化の現状 

深川市固定資産台帳に基づく住宅数は8,630棟であり、そのうち、新耐震基準であ

る昭和57年以降建設が4,023棟（46.6％）、旧耐震基準である昭和56年以前建設が

4,607棟（53.4％）となっています。 

昭和56年以前建設の4,607棟についても一部は耐震性を有しており、木造戸建住宅

924棟、その他の住宅675棟、合計1,599棟が耐震性を有するものと推計されます。 

その結果、耐震性を有する住宅は5,622棟（4,023棟＋1,599棟）で耐震化率は65.1

％と推計されます。 

平成20年度に策定された前回計画では、平成27年度までに住宅の耐震化率を90％と

することを目標としていました。 

しかし、令和２年度現時点の耐震化率は65.1％となっているため、さらなる耐震化

の促進が必要となります。 
 

表 ３-1 住宅の耐震化の現状                      （単位：棟） 

建築物の種類 
総数 

昭和 56 年以前の建築物 
昭和 57 

年以降の 

建築物 

耐震性を 

有する 

建築物 

耐震化率 
  

耐震性を 

有する 

建築物※1 

耐震性が 

不十分な 

建築物 

A=B+E B=C+D C D E F=C+E G=F/A 

木造戸建住宅 7,084  3,849  924  2,925  3,235  4,159  58.7% 

その他の住宅※2 1,546  758  675  83  788  1,463  94.6% 

合計 8,630  4,607  1,599  3,008  4,023  5,622  65.1% 

※1 昭和 56 年以前の建築戸数のうち耐震性能を有する住宅戸数の推計値： 

北海道耐震改修促進計画（H28年５月改定）に基づく（木造戸建て約24％、その他の住宅約89％） 

※2 その他の住宅：非木造戸建住宅、共同住宅、分譲マンション、店舗等との兼用住宅など 

資料：深川市固定資産台帳（令和２年 10 月現在） 

 

図 ３-1 住宅の耐震化の状況（前回計画当初との比較） 
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（参考）平成20年現在の住宅の耐震化の現状（前回計画策定時）※         
（単位：棟） 

建築物の種類 
総数 

昭和 56 年以前の建築物 
昭和 57 

年以降の 

建築物 

耐震性を 

有する 

建築物 

耐震化率 
  

耐震性を 

有する 

建築物 

耐震性が 

不十分な 

建築物 

A=B+E B=C+D C D E F=C+E G=F/A 

木造戸建住宅 7,927  4,861  1,167  3,694  3,066  4,233  53.4% 

その他の住宅 1,750  999  889  110  751  1,640  93.7% 

合計 9,677  5,860  2,056  3,804  3,817  5,873  60.7% 

※ 前回計画策定時（平成 20 年）の住宅数（9,677 棟）について、本計画と同一条件で再計算 
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（２）特定既存耐震不適格建築物・耐震診断義務付け対象建築物の耐震化の現状 

 

①特定既存耐震不適格建築物の耐震化の現状 

特定既存耐震不適格建築物は、耐震改修促進法第14条の第１号から３号までに分類

（表3-2）され昭和56年以前の旧耐震基準で建てられた建築物です。 

耐震改修促進法第15条第２項では、上記のうち地震に対する安全性の向上を図るこ

とが特に必要なものとして政令で定める規模以上のものについて、必要な耐震診断又

は耐震改修が行われていないと認めるときは、該当建築物の所有者に対して必要な指

示をすることができるとされています。 

耐震改修促進法に規定する特定既存耐震不適格建築物は28棟あり、多数利用建築物

（１号）が20棟、危険物等貯蔵施設（２号）が１棟、避難路沿道建築物（３号）が７

棟（うち３棟は多数利用建築物と重複）となっています。 

そのうち、病院、店舗、旅館等の不特定多数の者が利用する建築物及び学校、老人

ホーム等の避難弱者が利用する建築物のうち大規模なもの等（要緊急安全確認大規模

建築物）については、耐震改修促進法附則第３条で、耐震診断及び所管行政庁への報

告が義務付けられています。 

要緊急安全確認大規模建築物は、２棟あり、うち耐震性を有する建築物が１棟、耐

震性が未確認もしくは不十分な建築物は１棟となっています。 

なお、北海道耐震改修促進計画（平成28年５月改定）では、耐震改修促進法第５条

第３項第２号の規定に基づき、避難路沿道建築物のうち耐震診断及び所管行政庁への

報告が義務付けの対象となる要安全確認計画記載建築物※を指定していません。 

 
表 ３-2 特定既存耐震不適格建築物の概要（耐震改修促進法第14条第 1号～3号） 
該当 区分 内容 

１号 

多数の者が利用する建築物 

（以下、多数利用建築物） 

学校、体育館、病院、劇場、観覧場、集会場、展示場、百貨店、

事務所、老人ホームその他多数の者が利用する建築物で政令で定

めるものであって政令で定める規模以上のもの 

２号 

危険物の貯蔵場又は処理場の

用途に供する建築物 

（以下、危険物貯蔵等建築物) 

火薬類、石油類その他政令で定める危険物であって政令で定める

数量以上のものの貯蔵場又は処理場の用途に供する建築物 

３号 

地震時に通行を確保すべき 

沿道建築物 

（以下、避難路沿道建築物） 

地震によって倒壊した場合においてその敷地に接する道路の通行

を妨げ、多数の者の円滑な避難を困難とするおそれがあるものと

して政令で定める建築物であって、その敷地が都道府県耐震改修

促進計画に記載された道路に接するもの 

 

※耐震改修促進法第７条では、都道府県耐震改修促進計画又は市町村耐震改修促進計

画に記載された次の建築物を要安全確認計画記載建築物としています。 

○都道府県又は市町村が指定する緊急輸送道路等の避難路沿道建築物・建物に附属

するブロック塀等 

 ※北海道耐震改修促進計画（平成 28 年５月改定）では、要安全確認計画記載建

築物の指定無し 

 ※深川市が指定する緊急輸送道路等は無し 

○都道府県が指定する庁舎、避難所等の防災拠点建築物 

※後述 P32 参照 
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表 ３-3 市内の特定既存耐震不適格建築物の棟数                    （単位：棟） 

建築物の種類 

特定既存耐震不適格 

建築物 

（法第 14 条） 

（昭和 56 年以前建設） 

            

安全の向上が特に必要な 

建築物 

（法第 15 条） 

      

耐震診断義務付け対象 

建築物 

（法附則第 3条等） 

  

耐震性を 

有する 

建築物 

耐震性が 

不十分な

建築物 

  

耐震性を

有する 

建築物 

耐震性が

不十分な

建築物 

  

耐震性を

有する 

建築物 

耐震性が

不十分な

建築物 

多数利用建築物（１号） 20  4  16  5  1  4  2  1  1  

  うち公共施設 7  4  3  2  1  1  2  1  1  

  うち民間施設 13  0  13  3  0  3  0  0  0  

危険物貯蔵等建築物（２号） 1  0  1  0  0  0  0  0  0  

  うち公共施設 0  0  0  0  0  0  0  0  0  

  うち民間施設 1  0  1  0  0  0  0  0  0  

避難路沿道建築物（３号） 7(3)  0  7(3)  7(1)  0  7(1)  - - - 

  うち公共施設 0  0  0  0  0  0  - - - 

  うち民間施設 7(3)  0  7(3)  7(1)  0  7(1)  - - - 

合計 28(3) 4  24(3) 12(1) 1  11(1) 2  1  1  

カッコ内：うち多数利用建築物重複数 

資料：深川市調べ（令和２年 10 月現在） 
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表 ３-4 耐震改修促進法第 14条第 1号に規定する多数利用建築物となる要件 

用途 
多数利用建築物 

（法第 14 条） 

安全性の向上が 

特に必要な建築物 

（法第 15 条） 

耐震診断義務付け 

対象建築物 

（法附則第 3条） 

学校 

小学校、中学校、中等教育学校の

前期課程若しくは特別支援学校 

階数2以上かつ 

1,000 ㎡以上（屋内

運動場の面積を含

む。） 

階数2以上かつ 

1,500 ㎡以上（屋内

運動場の面積を含

む。） 

階数2以上かつ 

3,000 ㎡以上（屋内

運動場の面積を含

む。） 

上記以外の学校 
階数3以上かつ 

1,000㎡以上 

  

体育館（一般公共の用に供されるもの） 
階数1以上かつ 

1,000㎡以上 

階数1以上かつ 

2,000㎡以上 

階数1以上かつ 

5,000㎡以上 

ボーリング場、スケート場、水泳場その他これ

らに類する運動施設 

階数3以上かつ 

1,000㎡以上 

階数3以上かつ 

2,000㎡以上 

階数3以上かつ 

5,000㎡以上 

病院、診療所 

劇場、観覧場、映画館、演芸場 

集会所、公会堂 

展示場 

卸売市場   

百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む

店舗 
階数3以上かつ 

2,000㎡以上 

階数3以上かつ 

5,000㎡以上 
ホテル、旅館 

賃貸住宅（共同住宅に限る。）、寄宿舎、下宿   

事務所 

老人ホーム、老人短期入所施設、身体障害者福

祉ホームその他これらに類するもの 階数2以上かつ 

1,000㎡以上 

階数2以上かつ 

2,000㎡以上 

階数2以上かつ 

5,000㎡以上 老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害者

福祉センターその他これらに類するもの 

幼稚園、幼保連携型認定こども園、保育所 
階数2以上かつ 

500㎡以上 

階数2以上か 

750㎡以上 

階数2以上かつ 

1,500㎡以上 

博物館、美術館、図書館 

階数3以上かつ 

1,000㎡以上 

階数3以上かつ 

2,000㎡以上 

階数3以上かつ 

5,000㎡以上 

遊技場 

公衆浴場 

飲食店、キャバレー、料理店、ナイトクラブ、

ダンスホールその他これに類するもの 

理髪店、質屋、貸衣装屋、銀行その他これらに

類するサービス業を営む店舗 

工場（危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供す

る建築物を除く） 

  

車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発着場

を構成する建築物で、旅客の乗降又は待合いの

用に供するもの 
階数3以上かつ 

2,000㎡以上 

階数3以上かつ 

5,000㎡以上 
自動車車庫その他の自動車又は自転車の停留又

は駐車のための施設 

保健所、税務署その他これらに類する公益上必

要な建築物 
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表 ３-5 耐震改修促進法第 14条第２号に規定する危険物貯蔵等建築物の要件 

危険物の種類 危険物の数量 安全性の向上が 

特に必要な建築物

（法第 15 条） 

耐震診断義務付け 

対象建築物 

（法附則第 3条） 

① 火薬類（法律で規定） 

イ 火薬 

ロ 爆薬 

ハ 工業雷管若しくは電気雷管又は信号雷管 

ニ 銃用雷管 

ホ 実包若しくは空包、信管若しくは火管又は

電気導火線 

ヘ 導爆線又は導火線 

ト 信号炎管若しくは信号火箭又は煙火 

チ その他火薬を使用した火工品 

  その他爆薬を使用した火工品 

 

10ｔ 

５ｔ 

50万個 

500万個 

５万個 

 

500㎞ 

２ｔ 

10ｔ 

５ｔ 

階数1以上かつ 

500㎡以上 

階 数 １ 以 上 か つ

5,000 ㎡以上（敷地

境界線から一定距離

以内に存する建築物

に限る） 

② 消防法第２条第７項に規定する危険物 

 
危険物の規制に関す

る政令別表第三の指

定数量の欄に定める

数量の10倍の数量 
③ 危険物の規制に関する政令別表第４備考第

６号に規定する可燃性個体類 
可燃性固体類30ｔ 

④ 危険物の規制に関する政令別表第４備考第

８号に規定する可燃性液体類 
可燃性液体類20㎥ 

⑤ マッチ 300マッチトン※ 
⑥ 可燃性のガス（⑦及び⑧を除く） 2万㎥ 
⑦ 圧縮ガス 20万㎥ 
⑧ 液化ガス 2,000ｔ 
⑨ 毒物及び劇薬取締法第２条第１項に規定す

る毒物（液体又は気体のものに限る） 
20ｔ 

⑩ 毒物及び劇薬取締法第２条第２項に規定す

る劇物（液体又は気体のものに限る） 
200ｔ 

※マッチトン：マッチの計量単位で、１マッチトンは、並型マッチ（56×36×17 ㎜）で 7,200 個 
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耐震改修促進法第14条第３号に規定する避難路沿道建築物の要件 

避難路沿道建築物は、その高さが、当該部分から前面道路の境界線までの水平距離

に、当該前面道路の幅員に応じ、それぞれ定める距離を加えたものを超える建築物とし

ています。また、避難路沿道建築物に該当する建築物は、全て安全性の向上が特に必要

な建築物（法第15条第２項）に該当します。 

・幅員１２ｍ以下の場合  ６ｍ＋前面道路までの水平距離 

・幅員１２ｍを超える場合 前面道路の幅員の２分の１に相当する距離＋前面道路 

までの水平距離 
 

特定建築物となる建築物高さの考え方（避難路沿道建築物） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成30年に、耐震改修促進法施行令の一部が改正され、避難路の沿道にある一定規模

以上の既存耐震不適格のブロック塀等が、地震によって倒壊した場合に、その敷地に接

する道路の通行を妨げ、多数の者の円滑な避難を困難とするおそれがあるものとして政

令で定める建築物に追加されました。 

なお、市内には地震時に通行を確保すべき沿道に、耐震不適格に該当する規模のブロ

ック塀等はありません。 

 

既存耐震不適格のブロック塀等 

・前面道路に面する部分の長さが 25ｍ※1 を超え、かつ、その前面道路に面する部分のい

ずれかの高さが、当該部分から当該前面道路の境界線までの水平距離に当該前面道路の

幅員の２分の１に相当する距離※2を加えた数値を2.5で除して得た数値を超えるブロッ

ク塀等 

※1：地形、道路の構造その他の状況によりこ

の長さとすることが不適当である場合、

８ｍ以上 25ｍ未満の範囲において、都道

府県知事又は市町村長が規則で定めるこ

とができる。 

※2：地形、道路の構造その他の状況によりこ

の距離とすることが不適当である場合、

２ｍ以上(高さ 2÷2.5＝0.8ｍ以上)の範囲

において、都道府県知事又は市町村長が規則で

定めることができる。 
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緊急輸送道路と防災拠点施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北海道緊急輸送道路ネットワーク計画（北海道緊急輸送道路ネットワーク計画等策定協議会）を基に編集 

 

第１次緊急輸送道路 

 道庁、地方中心都市及び重要港湾、空港、総合病院、自衛隊、警察、消防等を連絡する道路 

第２次緊急輸送道路 

 第１次緊急輸送道路と市町村役場、主要な防災拠点（行政機関、公共機関、主要駅、港湾、

ヘリポート、災害医療拠点、備蓄集積拠点、広域避難地等）を連絡する道路 

第３次緊急輸送道路 

 第 1 次及び第２次緊急輸送道路とその他の防災拠点を連絡する道路 
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②耐震診断義務付け対象建築物（要緊急安全確認大規模建築物等）の耐震化の現状 

耐震診断義務付け対象となる建築物（要緊急安全確認大規模建築物等）は、建築物

耐震改修促進法附則第３条に規定する要緊急安全確認大規模建築物及び耐震改修促進

法第７条に規定する要安全確認記載建築物であり、旧耐震基準の建築物が対象となり

ます。 

そのうち、要緊急安全確認大規模建築物は、北新小学校及び深川市役所の２棟であ

り、下表に示すとおりです。北新小学校については、改修工事により耐震化されてお

ります。 

また、北新小学校については、指定避難所であることから、北海道耐震改修促進計

画が指定する要安全確認記載建築物にも該当します。 

以上から、耐震診断義務付け対象となる建築物の耐震化率は50.0％となっています。 

 

表 ３-6 耐震診断義務付け対象建築物（要緊急安全確認大規模建築物等） 

分類 用途 施設名 建築年 階数 
延床面積 

(㎡) 
耐震性 耐震化率 

要緊急安全 

確認大規模 

建築物 

公共 学校 北新小学校 S52 3  4,280  ○ 50.0％ 

  

保健所、税務署その他

これらに類する公益上

必要な建築物 

深川市役所 S41 3  5,381    

 

要安全確認 

計画記載 

建築物 

要緊急安全確認大規模建築

物のうち指定避難所 
北新小学校 （上記と同様）    

 

 

※北海道耐震改修促進計画（平成 28 年５月改定）では、耐震改修促進法第５条第３

項第１号の規定に基づく要安全確認計画記載建築物として次の建築物を指定してい

ます。 

〇耐震改修促進法附則第３条第１項に規定する要緊急安全確認大規模建築物のうち、

災害対策基本法第２条に規定する地域防災計画において、地震が発生した場合にお

ける避難所として位置付けられているもの、又は位置付けられることが確実なもの 

〇また、地震発生時に避難所として活用することについて、市町村と要安全確認計画

記載建築物として必要な協定を締結しているもの 
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（３）多数利用建築物 

耐震改修促進法第14条第１号に規定する多数利用建築物は71棟あり、昭和56年以前

「旧耐震基準」建築物が20棟、昭和57年以降の「新耐震基準」建築物が51棟となって

います。また、このうち法第15条に規定する安全性の向上が特に必要な建築物は25棟、

法附則第３条に規定する耐震診断義務付け対象建築物は14棟が該当します。 

平成20年度に策定した前計画では、平成27年度までに多数利用建築物の耐震化率を

90％とすることを目標としていましたが、令和２年度現在の多数利用建築物の耐震化

率は77.5％であり、前回計画策定時の耐震化率61.0％から約16ポイント増加したもの

の、さらなる耐震化が必要となっています。 

 

表 ３-7 多数利用建築物の耐震化の状況                                 （単位：棟） 

建築物の種類 
総数 

昭和 56 年以前の建築物 
昭和 57

年以降の

建築物 

耐震性を

有する 

建築物 

耐震化率 
  

耐震性を

有する 

建築物 

耐震性が

不十分な

建築物 

A=B+E B=C+D C D E F=C+E G=F/A 

多数利用建築物 71  20  4  16  51  55  77.5% 

（法第 14 条） 公共施設 39  7  4  3  32  36  92.3% 

  民間施設 32  13  0  13  19  19  59.4% 

安全性の向上が特に必要な建築物 25  5  1  4  20  21  84.0% 

（法第 15 条） 公共施設 17  2  1  1  15  16  94.1% 

  民間施設 8  3  0  3  5  5  62.5% 

耐震診断義務付け対象建築物 14  2  1  1  12  13  92.9% 

（法附則第 3条） 公共施設 11  2  1  1  9  10  90.9% 

  民間施設 3  0  0  0  3  3  100.0% 

資料：深川市調べ（令和２年 10 月現在） 

 

図 ３-2 多数利用建築物の耐震化の状況（前回計画策定当初との比較）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

耐震性が不十分

30棟

(39.0%)

耐震性が不十分

16棟

(22.5%)

耐震性を満たす

47棟

(61.0%)
耐震性を満たす

55棟

(77.5%)

77棟

71棟

平成20年度（計画当初） 令和２年度
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①民間建築物 

令和２年10月末現在の民間多数利用建築物は32棟あり、耐震化率は59.4％と推計さ

れます。用途別では、「集会場、公会堂」、「ホテル、旅館」及び「老人ホーム、老人

短期入所施設、福祉ホームその他これらに類するもの」の耐震化率が100％であり一

方で、「事務所」の耐震化率は0.0％、「百貨店、マーケットその他の物品販売業を営

む店舗」の耐震化率は33.3％にとどまっています。 

 

表 ３-8 多数利用建築物の耐震化状況（法第14条）            （単位：棟） 

建築物の種類 
総数 

昭和 56 年以前の建築物  
昭和 57
年以降の
建築物 

耐震性を
有する 
建築物 

耐震化率 
  

耐震性を
有する 
建築物 

耐震性が
不十分な
建築物 

A=B+E B=C+D C D E F=C+E G=F/A 

学校 2  1  0  1  1  1  50.0% 

病院、診療所 4  2  0  2  2  2  50.0% 

集会場、公会堂 2  0  0  0  2  2  100.0% 

百貨店、マーケットその他の物品販
売業を営む店舗 

3  2  0  2  1  1  33.3% 

ホテル、旅館 1  0  0  0  1  1  100.0% 

賃貸住宅、寄宿舎、下宿 14  5  0  5  9  9  64.3% 

事務所 3  3  0  3  0  0  0.0% 

老人ホーム、老人短期入所施設、
福祉ホームその他これらに類するもの 

3  0  0  0  3  3  100.0% 

合計 32  13  0  13  19  19  59.4% 

資料：深川市調べ（令和２年 10 月現在） 

 

表 ３-9 安全性の向上が特に必要な建築物の耐震化状況（法第15条）    （単位：棟） 

建築物の種類 
総数 

昭和 56 年以前の建築物 
昭和 57
年以降の
建築物 

耐震性を
有する 
建築物 

耐震化率 
  

耐震性を
有する 
建築物 

耐震性が
不十分な
建築物 

A=B+E B=C+D C D E F=C+E G=F/A 

病院、診療所 3  1  0  1  2  2  66.7% 

集会場、公会堂 1  0  0  0  1  1  100.0% 

百貨店、マーケットその他の物品販
売業を営む店舗 

3  2  0  2  1  1  33.3% 

老人ホーム、老人短期入所施設、
福祉ホームその他これらに類するもの 

1  0  0  0  1  1  100.0% 

合計 8  3  0  3  5  5  62.5% 

 

表 ３-10 耐震診断義務付け対象建築物の耐震化状況（法附則第3条）    （単位：棟） 

建築物の種類 
総数 

昭和 56 年以前の建築物 
昭和 57
年以降の
建築物 

耐震性を
有する 
建築物 

耐震化率 
  

耐震性を
有する 
建築物 

耐震性が
不十分な
建築物 

A=B+E B=C+D C D E F=C+E G=F/A 

病院、診療所 2  0  0  0  2  2  100.0% 

百貨店、マーケットその他の物品販
売業を営む店舗 

1  0  0  0  1  1  100.0% 

合計 3  0  0  0  3  3  100.0% 
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②市有建築物 

令和２年10月末現在の市有多数利用建築物は39棟あり、耐震化率は92.3％と推計さ

れます。用途別では、「学校」、「集会場、公会堂」、「保健所、税務署その他これらに

類する公益上必要な建築物」などに耐震性が未確認もしくは不十分の建築物がありま

す。 

耐震診断義務付け対象建築物のうち、旧耐震基準で要緊急安全確認大規模建築物に

該当する建築物は、北新小学校及び深川市役所の２棟であり、北新小学校は改修工事

により耐震化されております。 
 

表 ３-11 多数利用建築物の耐震化状況（法第14条）           （単位：棟） 

建築物の種類 
総数 

昭和 56 年以前の建築物  
昭和 57
年以降の
建築物 

耐震性を
有する 
建築物 

耐震化率 
  

耐震性を
有する 
建築物 

耐震性が
不十分な
建築物 

A=B+E B=C+D C D E F=C+E G=F/A 

学校 9  2  1  1  7  8  88.9% 

体育館 1  0  0  0  1  1  100.0% 

ボーリング場、スケート場、水泳場そ
の他これらに類する運動施設 

1  0  0  0  1  1  100.0% 

病院、診療所 1  0  0  0  1  1  100.0% 

集会場、公会堂 2  1  0  1  1  1  50.0% 

賃貸住宅、寄宿舎、下宿 17  2  2  0  15  17  100.0% 

老人福祉センター、児童厚生施
設、身体障害者福祉センターその
他これらに類するもの 

1  0  0  0  1  1  100.0% 

幼稚園、幼保連携型認定こども
園、保育所 

1  0  0  0  1  1  100.0% 

博物館、美術館、図書館 1  0  0  0  1  1  100.0% 

保健所、税務署その他これらに類
する公益上必要な建築物 

2  1  0  1  1  1  50.0% 

その他 3  1  1  0  2  3  100.0% 

合計 39  7  4  3  32  36  92.3% 

資料：深川市調べ（令和２年 10 月現在） 
 

表 ３-12 安全性の向上が特に必要な建築物の耐震化状況（法第15条）   （単位：棟） 

建築物の種類 
総数 

昭和 56 年以前の建築物 
昭和 57
年以降の 
建築物 

耐震性を
有する 
建築物 

耐震化率 
  

耐震性を
有する 
建築物 

耐震性が
不十分な 
建築物 

A=B+E B=C+D C D E F=C+E G=F/A 

学校 8  1  1  0  7  8  100.0% 

体育館 1  0  0  0  1  1  100.0% 

ボーリング場、スケート場、水泳場そ
の他これらに類する運動施設 

1  0  0  0  1  1  100.0% 

病院、診療所 1  0  0  0  1  1  100.0% 

集会場、公会堂 1  0  0  0  1  1  100.0% 

老人福祉センター、児童厚生施
設、身体障害者福祉センターその
他これらに類するもの 

1  0  0  0  1  1  100.0% 

幼稚園、幼保連携型認定こども
園、保育所 

1  0  0  0  1  1  100.0% 

博物館、美術館、図書館 1  0  0  0  1  1  100.0% 

保健所、税務署その他これらに類
する公益上必要な建築物 

2  1  0  1  1  1  50.0% 

合計 17  2  1  1  15  16  94.1% 
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表 ３-13 耐震診断義務付け対象建築物の耐震化状況（法附則第 3条）    （単位：棟） 

建築物の種類 
総数 

昭和 56 年以前の建築物 

要緊急安全確認大規模建築物 昭和 57

年以降の

建築物 

耐震性を

有する 

建築物 

耐震化率 

  

耐震性を

有する 

建築物 

耐震性が

不十分な

建築物 

A=B+E B=C+D C D E F=C+E G=F/A 

学校 8  1  1  0  7  8  100.0% 

体育館 1  0  0  0  1  1  100.0% 

病院、診療所 1  0  0  0  1  1  100.0% 

保健所、税務署その他これらに類す

る公益上必要な建築物 
1  1  0  1  0  0  0.0% 

合計 11  2  1  1  9  10  90.9% 

 

 

表 ３-14 市が所有する多数利用建築物一覧表（★：要緊急安全確認大規模建築物） 

番号 名称 新耐震基準 番号 名称 新耐震基準 

1 深川小学校 ○ 21 市営住宅あけぼの 4 ○ 

2 一已小学校 ○※1 22 市営住宅あけぼの 5 ○ 

3 北新小学校 ★ ○※2 23 市営住宅あけぼの 6 ○ 

4 納内小学校 ○ 24 市営住宅あけぼの 7 ○ 

5 音江小学校 ○ 25 市営住宅幸町 A ○ 

6 多度志小学校 ○ 26 市営住宅幸町 B ○ 

7 深川中学校 ○ 27 市営住宅幸町 C ○ 

8 一已中学校 ○ 28 市営住宅芙蓉 C ○ 

9 高等看護学院   29 市営住宅芙蓉D ○ 

10 総合体育館（武道場含む) ○ 30 市営住宅蓬莱 ○ 

11 温水プール ○ 31 医師住宅 ○ 

12 市立病院 ○ 32 健康福祉センター ○ 

13 経済センター ○ 33 新中央保育園 ○ 

14 中央公民館   34 
生きがい文化センター 
（図書館含む） 

○ 

15 市営住宅緑町西 A-1 ○※3 35 深川市役所 ★  

16 市営住宅緑町西 B ○ 36 消防総合庁舎 ○ 

17 市営住宅緑町西 C ○※3 37 浄化センター（管理棟） ○※2 

18 市営住宅あけぼの 1 ○ 38 バイオガス施設 ○ 

19 市営住宅あけぼの 2 ○ 39 音江浄化センター（管理棟） ○ 

20 市営住宅あけぼの 3 ○    

※1 校舎のみ新耐震基準（屋内体育館は耐震改修済） 

※2 耐震改修済 

※3 耐震性有 
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（４）危険物貯蔵等建築物 

耐震改修促進法第14条第２号に該当する危険物貯蔵等建築物の総数は３棟です。そ

のうち１棟が昭和56年以前の建築物であり、耐震化率は66.7％となっています。 

なお、これはすべて民間建築物のみが該当し、市有建築物については該当する建築

物はありません。また、耐震改修促進法附則第３条に該当する耐震診断義務付け対象

建築物はありません。 

 

表 ３-15 危険物貯蔵等建築物の耐震化の状況                 （単位：棟） 

建築物の種類 
総数 

昭和 56 年以前の建築物 
昭和 57

年以降の

建築物 

耐震性を

有する 

建築物 

耐震化率 
  

耐震性を

有する 

建築物 

耐震性が

不十分な

建築物 

A=B+E B=C+D C D E F=C+E G=F/A 

危険物貯蔵等建築物

（法第 14 条） 
3  1  0  1  2  2  66.7% 

安全の向上が特に 

必要な建築物 

（法第 15 条） 

2  0  0  0  2  2  100.0% 

耐震診断義務付け 

対象建築物 

（法附則第 3条） 

0  0  0  0  0  0  - 

資料：深川市調べ（令和２年 10 月現在） 

 

（５）避難路沿道建築物 

耐震改修促進法第14条第３号では、地震によって倒壊した場合にその敷地に接する

道路の通行を妨げ、多数の者の円滑な避難を困難とするおそれがある建築物のうち、

その敷地が地震時に通行を確保すべき道路（緊急輸送道路）に接する建築物の所有者

に対して、耐震診断と必要な耐震改修の努力義務を課しており、耐震改修促進法第15

条第２項では、上記のうち地震に対する安全性の向上を図ることが特に必要なものと

して、必要な耐震診断又は耐震改修が行われていないと認めるときは、該当建築物の

所有者に対して必要な指示をすることができるとされています。 

北海道が指定する緊急輸送道路を閉塞させるおそれのある高さを有する避難路沿道

建築物は、市内に７棟あり、７棟全てが昭和56年以前に建築されたものとなっていま

す。そのうち、３棟が多数利用建築物と重複しています。 

 

表 ３-16 避難路沿道建築物建築物の現状                   （単位：棟） 

道路区分 
総数 

昭和 56 年以前の建築物 
昭和 57

年以降の

建築物 

耐震性を

有する 

建築物 

耐震化率 
  

耐震性を

有する 

建築物 

耐震性が

不十分な

建築物 

A=B+E B=C+D C D E  F=C+E 

第１次緊急輸送道路 6(3)  6(3)  0  6(3)  0  0  0.0% 

第２次緊急輸送道路 1  1  0  1  0  0  0.0% 

カッコ内：うち多数利用建築物重複数 

資料：深川市調べ（令和２年 10 月現在）  
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（６）避難施設 

深川市地域防災計画（平成26年度改定）においては、35の施設が指定避難所に指定

されており、全ての施設で耐震性を有しています。 

 

表 ３-17 避難施設の耐震化の状況                                                 （単位：棟） 

総数 

昭和 56 年以前の建築物 
昭和 57 

年以降の 

建築物 

耐震性を 

有する 

建築物 

耐震化率 
  

耐震性を 

有する 

建築物 

耐震性が 

不十分な 

建築物 

A=B+E B=C+D C D E F=C+E G=F/A 

35  3  3  0  32  35  100.0% 

 

表 ３-18 避難施設一覧表 

番号 施設名 新耐震基準 番号 施設名 新耐震基準 

1 菊水コミュニティセンター ○ 19 
拓殖大学北海道研修所 
（旧深川農業高等学校） 

○ 

2 拓殖大学北海道短期大学★ ○ 20 新岩山会館 ○ 

3 深川中学校★ ○ 21 入志別コミュニティセンター ○ 

4 文西コミュニティセンター ○ 22 納内時計台プラザ ○ 

5 深川西高等学校 ○ 23 納内小学校★ ○ 

6 生きがい文化センター★ ○ 24 内園コミュニティセンター ○ 

7 深川小学校★ ○ 25 吉住・更進コミュニティセンター ○ 

8 文化交流センター み・らい ○ 26 菊丘コミュニティセンター ○ 

9 経済センター★ ○ 27 
音江広里交流館 エフパシオ 
（旧音江中学校） 

○※1 

10 深川東高等学校 ○※1 28 音江小学校★ ○ 

11 三和コミュニティセンター ○ 29 音江公民館 ○ 

12 一已小学校★ ○※2 30 豊泉コミュニティセンター ○ 

13 一已公民館 ○ 31 ほっと館ふぁーむ ○ 

14 一已中学校★ ○ 32 稲田コミュニティセンター ○ 

15 総合福祉センター ○ 33 多度志小学校★ ○ 

16 総合体育館★ ○ 34 幌成コミュニティセンター ○ 

17 北新小学校★ ○※1 35 リフレッシュプラザ鷹泊 ○※3 

18 あけぼのコミュニティセンター ○       

★：多数利用建築物と重複（道有施設除く） 

※1 耐震改修済 

※2 校舎のみ新耐震基準（屋内体育館は耐震改修済） 

※3 体育館のみ新耐震基準 
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２ 耐震化の目標設定 

国の基本方針においては、令和２年度までに住宅及び多数利用建築物の耐震化率を

95％にすることを目標とした上で、令和７年度までに耐震性が不十分な住宅及び耐震

診断義務付け対象建築物について、それぞれおおむね解消することを目標としていま

す（注）。 

北海道耐震改修計画（見直し素案）（令和３年２月３日現在）においては、道内の

耐震化率の現況などを踏まえ、令和７年度までに、住宅については、耐震化率を少な

くとも95％（令和12年度までにおおむね解消）にすることを目標としています。また、

多数利用建築物、耐震診断義務付け対象建築物については、おおむね解消することを

目標としています。 

深川市においても、国や道の計画との整合性を図り、目標年度を令和７年度と計画

期間である令和 12 年度に設けるとともに、住宅、多数利用建築物及び耐震診断義務

付け対象建築物の目標は下表のとおり定め、耐震化の促進に取り組みます。 
 

注：国土交通省が、耐震化率の今後の目標設定、達成状況を検証していくかなどのフォローアップのあ

り方について検討するために設置した「住宅・建築物の耐震化率のフォローアップのあり方に関す

る研究会」の取りまとめ（令和２年５月）で、住宅の耐震化率について「住宅の耐震化の目標につ

いては、（略）、現在設定されている目標を 5 年間スライドさせて設定（令和 7 年 95%、令和 12

年耐震性を有しない住宅のおおむね解消）することとしてはどうか。」と示している。 

  また、建築物についても「従来の目標での継続性に固執することなく、特に耐震化の重要性の高い

耐震診断義務付け対象の建築物に重点化して、建築物の耐震化の目標を設定することが適当でない

か」と示している。 

 

表 ３-19 耐震化率目標の設定 

  区分 
前計画 

策定当初 
(年) 現状 (年) 

R7年度 

目標 

R12年度 

目標 

国 住宅 約79％ (H20） 約87％ (H30） 概ね解消  
 

多数利用建築物 約80％ (H20） 約89％ (H30） ー 
 耐震診断義務付け対象建築物※ ー  約74％ (R2) 概ね解消 

道 住宅 76.2% (H18) 90.6％ (R2) 95％(案) 概ね解消(案) 
 多数利用建築物 78.0% (H18) 93.7％ (R2) 概ね解消(案)  
 

耐震診断義務付け対象建築物※ ー 
 

80.6％ (R2) 概ね解消(案) 

深川市 住宅 60.7% (H20） 65.1％ (R2) 95％ 概ね解消 
 

多数利用建築物 61.0% (H20） 77.5% (R2) 概ね解消 概ね解消 

 耐震診断義務付け対象建築物※ 

(要緊急安全確認大規模建築物等) 
ー  50.0% (R2) 概ね解消 概ね解消 

※耐震診断義務付け対象建築物の現状及び目標は旧耐震基準建築物のみ対象であり、新耐震基準建築物

は含まれない。 

 

（参考）計画最終年次（平成27年・令和２年度）の耐震化率目標 

  区分 H27 年度 R2 年度 

国 住宅 90％ 95％ 
 多数利用建築物 90％ 95％ 

道 住宅 90％ 95％ 
 多数利用建築物 90％ 95％ 

深川市 住宅 90％ ー 

  多数利用建築物 90％ ー 
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（１）住宅の耐震化の目標 

深川市内の住宅は、令和７年度までに新築や建て替え等による自然更新により、約

70％の耐震化率に達する見込みです。 

なお、令和７年度までに住宅の耐震化率を95％にするためには、自然更新として行

われる新築や建て替え等に加え、住宅2,074戸分の耐震改修が必要となります。 

また、令和12年度までに耐震性不十分な住宅をおおむね解消するためには、令和７

年度から更に409戸分の耐震改修が必要となります。 

 

表 ３-20 住宅の耐震化目標方針                     （単位：棟） 

    R2 年度 
自然増減 

(R2⇒R7) 

R7 年度 

[自然更新] 

R7 年度 

耐震化 

必要棟数 

R7 年度 

[目標] 

R12 年度 

耐震化 

必要棟数 

S56 以前建設  4,607  -520※1  4,087    4,087    

  耐震性有り 1,599    1,599    1,599    

  耐震改修実施   5※2  5  2,074  2,079  409  

  耐震性不十分 3,008  -520※1  2,483    409    

S57 以降建設 4,023  85※3  4,108    4,108    

合  計 8,630  -435  8,195    8,195    

耐震性満たす 5,622    5,712    7,786    

耐震化率 65.1%   70%   95% 概ね解消 

※1 除却：H20-R2の除却棟数平均104棟/年×５年、全て耐震性不十分住宅が除却されたと設定 

（H20 固定資産台帳：S56 以前 5,860 棟－R2 固定資産台帳：S56 以前 4,607 棟/12） 

※2 耐震改修実施：H21-R1 のまちなか居住推進事業（住宅助成事業）の耐震助成利用実績 

平均１棟/年×５年（実績計 13 件/11） 

※3 建設：H20-R2 の着工棟数平均 17 棟/年×５年 

（H20 固定資産台帳：S57 以降 3,817 棟－R2 固定資産台帳：S57 以降 4,023 棟/12） 

 

図 ３-3 住宅の耐震化目標方針  
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（２）耐震診断義務付け対象建築物（要緊急安全確認大規模建築物等）の耐震化 

耐震診断義務付け対象となる建築物（要緊急安全確認大規模建築物等）は、北新小

学校及び深川市役所であり、そのうち耐震性が不十分である深川市役所については、

令和３年度より改築予定のため、令和７年度までに解消される見込みです。 

 

表 ３-21 耐震診断義務付け対象建築物（要緊急安全確認大規模建築物等）の耐震化方針 

分類 用途 施設名 建築年 階数 
延床面積 

(㎡) 
耐震化方針 

要緊急安全確認 

大規模建築物※ 
公共 

保健所、税務署その他これらに

類する公益上必要な建築物 
深川市役所 S41 3  5,381  改築予定 

※ 要緊急安全確認大規模建築物に該当する北新小学校は、改修工事により耐震化されています。 

 

（３）多数利用建築物の耐震化の目標 

 

①民間建築物の耐震化の目標 

平成21年３月に策定した当初計画においては、多数利用建築物について平成27年度

末までに耐震化率90％以上とすることを目標としていました。 

多数利用建築物のうち民間建築物の耐震化率は、59.4％であり、13棟について耐震

診断または耐震改修による耐震化が必要となっています。 

これらの対象施設については耐震化の促進に取り組み、令和７年度までに概ねの解

消を目指します。 

 

②市有建築物の耐震化の目標 

市有の公共建築物は、利用する多くの市民の安全はもとより、災害時においては拠

点施設としての機能の確保の観点からも、耐震性の確保が強く求められます。 

多数利用建築物のうち耐震化が必要な市有建築物は、高等看護学院、中央公民館、

深川市役所の３棟です。 

高等看護学院については、令和２年度現在改築工事が始まり、深川市役所について

も、令和３年度から改築予定のため、これら２施設については解消される見込みです。 

残りの施設についても、計画的に耐震化を推進します。 
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第４章 住宅・建築物の耐震化を促進するための施策 
 

１ 耐震化に関する基本的な取り組み方針 

住宅や建築物の耐震化の促進のためには、その所有者が地震防災対策を自らの問題、

地域の問題として意識して耐震化に取り組むことが重要です。 

具体的には、新耐震基準以前に建築された住宅及び特定既存耐震不適格建築物の所

有者は、建築物の耐震性を確認するために耐震診断を実施し、その結果により耐震改

修工事等耐震性の確保に努める必要があります。 

本市は、こうした取り組みをできる限り支援するという観点から、所有者が耐震化

に取り組みやすい環境づくりや負担軽減のための支援策の整備など、必要な施策を講

じて耐震化を促進します。 

 

 
 

２ 耐震化促進に向けた建物所有者・建築関連事業者・深川市の役割 
 

（１）建物所有者の役割 

住宅・建築物を耐震化することは、生命や生活基盤の保全だけでなく、隣接する建

物への被害の未然防止及び、敷地に接する道路の通行確保にもつながることから、所

有者は、地域の防災対策という意識を持って主体的に建築物の耐震化に取り組む必要

があります。 

特に、多数の市民が利用する建築物については、利用者の安全確保の観点からも、

早期に対策を講じる必要があります。 
 

（２）建築関連事業者の役割 

建築関連事業者は、住宅・建築物の耐震性・安全性など人命や財産に関わる大きな

責任を負っていることを認識し、住宅・建築物の所有者や地域社会との信頼関係の構

築を図り、地震に対する安全性を確保した良質なストック形成のための情報発信や技

術力向上に努める必要があります。 
 

（３）深川市の役割 

市民の安全・安心な生活環境を確保するため、北海道や建築関係団体との連携を図

り、相談体制や情報提供など安心して耐震診断及び耐震改修がおこなえる環境整備、

地震による住宅・建築物の安全性の向上に関する啓発及び技術や知識の情報提供など

に努めます。 

多くの市民が利用する市有建築物の耐震化については、これまでに小中学校の耐震

化が完了し、引き続き残る市有建築物の耐震化について計画的に取り組みます。 
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３ 耐震改修促進のための啓発や知識の普及 

市内の旧耐震基準建築物所有者に対して住宅耐震化を促すための直接的・間接的な

取組みや、市民に対して耐震化の必要性に係る普及・啓発を進めます。 

 

（１）耐震化の必要性に係る普及・啓発 

住宅や建築物、ブロック塀等の地震防災対策に関する所有者への啓発、知識の普及

を図るため、広報誌やホームページ、耐震改修支援センター（一般財団法人日本建築

防災協会）発行のパンフレットなどを活用し、耐震診断や耐震改修に関する情報提供

を積極的に行います。 

 

（２）地震ハザードマップの作成・公表 

地震に関する情報をマップ化することは、市民の地震対策に関する意識の向上を図

るとともに、地震発生時に迅速かつ的確に避難を行うために非常に有効なものとなり

ます。 

こうしたことから、大きな影響を及ぼすことが想定される地震の被害予測、避難施

設等の防災情報を地図上に表した地震ハザードマップや耐震化に係る支援制度の内容

が記載されたパンフレットを作成し、広報誌及びホームページで公表します。 

 

（３）リフォームにあわせた耐震改修の普及 

旧耐震基準で建築された戸建住宅は、令和３年現在で40年以上経過しており、外壁

の断熱改修等のリフォームが多くなってきていることから、リフォーム工事に合わせ

て耐震改修の誘導を図ります。 

また、北海道などが開催する住宅耐震セミナー等の講習会の情報提供を行うととも

に耐震化の意識啓発を進めます。 
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４ 耐震診断・改修促進のための環境整備 

住宅等の所有者が耐震診断及び耐震改修を行うための環境整備として、相談体制の

充実や市内耐震改修事業者等の技術力向上などを推進します。 

 

（１）安心して相談できる環境の整備 

建築住宅課に相談窓口を設け、耐震診断及び耐震改修の技術的手法や補助等の支援

制度などについて、市民が耐震化に取り組むための相談体制の充実に努めます。 

また、北海道では、木造及び鉄筋コンクリート造の既存建築物に係る耐震診断及び

耐震改修を行う専門技術者講習の受講者登録名簿を公表しています。建物の所有者が

安心して相談できる環境の整備を図るため、この名簿を活用し専門技術者の紹介など

を行います。 

 

（２）耐震化の普及に向けた技術者講習会の周知 

市内の建築士及び施工業者が耐震化に関する技術的な相談に応じられるよう、北海

道と連携して各種講習会への受講を奨励するとともに、耐震診断及び耐震改修の専門

技術者登録への啓発に努めます。 

また、本市においても関係機関との意見交換や技術研修を通して専門的知識を有す

る職員の育成を図ります。 

 

（３）耐震性能のある住宅・建築物を取得しやすい環境づくり 

昭和56年以前の中古住宅を取得する際には、新耐震基準を満たすことを証明した住

宅について、住宅ローン減税等の税制特例措置が適用されることから、要件に関する

情報発信を行う等、耐震性能を有する良質な中古住宅の市場形成に努めます。 

 

（４）耐震化に関する地域の連携 

地震防災対策では、「自らの地域は皆で守る」という共助の取り組みが重要です。

地域の町内会等は災害時対応において重要な役割を果たすほか、平常時においても地

震時の危険箇所の点検や耐震化の啓発活動を行うことが期待されております。 

また、地域に密着した専門家や自主防災組織の育成、NPO法人との連携など幅広い

取り組みが求められております。 

このような取り組みに対して、関係所管と連携し各種情報の提供などにより支援し

ていきます。 
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５ 耐震診断・改修の促進を図るための支援・助成 

 

（１）耐震診断・改修費用の助成 

耐震改修を実施するには相応の費用負担を要することから、本市では、木造住宅に

おける無料耐震診断及び耐震性能を有しない住宅に対する助成制度を設けています。 

北海道では、更なる住宅の耐震化を図るため、「既存住宅耐震改修事業補助金制度」

を拡充し、補助制度を設けている市町村に対して、耐震診断・設計及び耐震改修の補

助を行っています。また、国においても、住宅耐震化に向けた積極的な取り組みを行

う地方公共団体に対する「パッケージ支援（総合支援メニュー）」を設けて補助を行

うこととしています。 

本市においても、今後、北海道や国の補助制度を活用した耐震性能を有しない住宅

に係る耐震改修助成の拡充や、耐震診断及び耐震設計助成について検討します。 

また、民間の特定既存耐震不適格建築物の耐震化促進に向けて、該当建築物に対す

る耐震診断や耐震改修等の助成についても検討します。 

 

（２）税制上の優遇制度 

建築物の耐震化を促進するための施策として、平成18年度の税制改正により「住宅

・建築物に係る耐震改修促進税制」が創設されました。 

このうち一定の条件を満たして耐震改修を実施した住宅に対しては、所得税の控除

や固定資産税の減額、住宅ローン減税といった税制上の優遇措置があることから、こ

の措置に関する情報提供に努め、耐震化の促進を図ります。 

 

 

 

６ 市有特定既存耐震不適格建築物における耐震化 

耐震診断及び耐震改修については、緊急度を基本とし、他事業との整合性や、総合

計画、地域防災計画及び強靭化計画への位置づけなどに留意し、総合的な検討を加え

て耐震化事業の優先度を判断し、耐震化を進めていきます。 
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７ 地震時の総合的な建築物の安全対策の推進 

 

（１）老朽空き家等の解体や老朽住宅建替えの促進 

昭和56年以前に建てられ老朽化が進む空き家等については、解体や建替えを促進す

ることにより、地震時の周辺環境への安全対策を図ります。 

 

（２）ブロック塀等の安全確保に関する情報発信 

ブロック塀等の所有者等に対して、ブロック塀等の点検チェックポイントなど、ブ

ロック塀等の安全確保に関する情報発信を行うとともに、耐震改修支援センターのパ

ンフレットを活用するなど、避難路や通学路沿道など道路沿道のブロック塀等の耐震

性能の確保を促進します。 

 

（３）その他住宅・建築物の地震に備えた安全対策の推進 

住宅・建築物の耐震化と合わせて、窓ガラス等の落下防止対策、大規模空間の天井

の脱落防止対策、エレベーター内の閉じ込め防止対策、家具の転倒防止対策など、地

震時の総合的な建築物の安全対策を推進します。 

また、これらの被害を未然に防止するための必要な措置について、市民への情報提

供を行っていきます。 

 

 



47 

第５章 その他耐震診断及び耐震改修の促進に関し必要な事項 
 

１ 北海道（特定行政庁）との連携に関する事項 

建築物の耐震化を促進するためには、耐震改修促進法の規定に基づく指導・助言、

指示等を行うにあたり、所管行政庁相互の整合性を確保した上で、その内容、実施方

法を定め、効果的な実施を図っていく必要があります。 

また、北海道、市町村及び建築関係団体とは、「全道住宅建築物耐震改修促進会議」

などを通じ、所管行政庁間で協議を行いながら連携して、建築基準法に基づく勧告・

是正命令の具体的な取組方針等を定めるなど、住宅や建築物の地震に対する安全性の

確保・向上を図るため、指導等を進めていくこととします。 

 

 

 

２ その他耐震診断及び耐震改修の促進に関し必要な事項 

 

（１）関係団体との連携 

（一社）北海道建築士会、（一社）北海道建築士事務所協会、（一社）北海道建築技

術協会など、道内の建築関係団体との連携を図り、建築物の耐震化に関する技術や知

識の普及を図ります。 

 

（２）その他 

本計画は、適宜検証を行い、耐震化の進捗状況を確認します。 

また、本計画を推進するに当たり、その他必要な事項は別途定めるものとします。 

 

 

 


